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本書は, 法科大学院が「実務と理論の架け橋」という役目を果たすために外国
判例も含めて研究すべきという編者たちの信念に基づいて企画・執筆された。各
国で法律やその背景となる文化が異なるのは当然である。とくにジェンダーに関
する法律は, セクシュアル・ハラスメントとドメスティック・バイオレンス
(DV) がカタカナであることからもわかるように, 欧米で理論的発展を遂げてか
ら我が国に入ってきたものが多い。したがって, 外国判例との比較がジェンダー
法の理解に不可欠なのはいうまでもない。
これまで国内で出版された法律とジェンダーに関する本は, ジェンダーの視点
で既存の法制度を見直すか, 法制度と判例の双方を解説するか, セクシュアル･
ハラスメントやドメスティック・バイオレンスなど個別の問題を解説した本が多
かった。判例に特化して解説したのは本書が初めてであろう。具体的に実務で法
がどのように適用されるかという点を追求した，画期的な試みといえる。
本書の編者は２名いる。浅倉むつ子氏は労働法およびジェンダー法の専門家で,
東京都立大学（当時）法学部で長年教鞭を執り, 現在は早稲田大学大学院法務研
究科に在籍する。主要な著書には,『フェミニズム法学』(明石書店, 2004年, 共
著),『労働とジェンダーの法律学』(有斐閣, 2000年),『均等法の新世界』(有斐
閣, 1999年）など多数ある。もう一人の編者, 角田由紀子氏は性犯罪の被害者の
代理人を何度も務めたが，ジェンダーや性犯罪などに関する著作も多い。現在は
明治大学法科大学院の教授として教壇にも立つ。
本書は, プロローグのほかに４部10章から構成されている。大半の章が, 冒頭
で各トピックにおける日本の判例と外国の判例を比較し, 終わりに判例の解説と
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日本の国内法への示唆や批判を論じているため, 日本と外国法の類似点・相違点
を容易に比較できる構成になっている。
本書は, 法科大学院の授業で使用されることを想定しているため, 内容は学部
生にとって難しいかもしれない。一方, プロローグが本書全体を大変わかりやす
く要約している。ゼミ論文や卒業論文でジェンダーと法律の関係を研究する学部
生が, 興味を持った章から読み始めることも十分可能である。学部生にも, ぜひ
果敢に本書に挑戦してもらいたい。
第１部「女性に対する暴力」は, 第１章「強姦罪の暴行と同意」(谷田川知恵
著), 第２章「DV殺人と正当防衛」(岡田久美子著), 第３章「ポルノグラフィ」
(中里見博著), および第４章「戦時性暴力」(申惠著）から成る。いずれの問
題も, 現象としては古くから存在していた。しかし, これら様々な形態の暴力が
女性の人権侵害として真剣に議論されるようになったのは, 人類の歴史で比較的
近年のことである。
「女性に対する暴力」という概念は, 1993年12月20日に第48回国連総会で「女
性に対する暴力の撤廃に関する宣言」(Declaration on the Elimination of Violence
against Women) が採択されてから頻繁に使われるようになった。宣言（総会決
議48/104）採択の背景には, 1992年に始まった旧ユーゴスラビアのボスニア紛争
がある。ユーゴスラビアからの独立を宣言したボスニア・ヘルツェゴビナで, 独
立に反対するセルビア系住民が「民族浄化」の名のもとに, とくにイスラム教徒
の住民に対する迫害を始めた。そして, 民間人を恐怖に陥れる戦争の手段として,
女性の集団的組織的強かんが広く行われた。第４章は, まさにこの問題を取り上
げた。日本有数の専門家が, 旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所 (ICTY) の一連の
判例と第二次世界大戦中のいわゆる従軍慰安婦に関する女性国際戦犯法廷判決
（2001年12月４日）を比較検討する。
第２部「労働」は一転して, 第５章「雇用における間接差別」(相澤美智子著）
と第６章「妊娠・出産を理由とする雇用上の不利益取扱い」(浅倉むつ子著）と
いう２つのテーマをとりあげる。
人間が経済的にも精神的にも一個の人間として独立するために, 労働は重要で
ある。しかし, 女性が結婚・出産後も職業を持ち続けることは先進国であっても
困難を極めた。事実上の男女平等の実現を阻むこの問題を打破するため, 女性の
人権に関する新たな条約が起草された。1979年12月に採択され, 日本も1985年７
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月に批准した女性差別撤廃条約（正式名称は「女性に対するあらゆる形態の差別
の撤廃に関する条約）は, 女性しか持ち得ない妊娠・出産の機能を保護する母性
保護 (maternity protection) 強化することは差別と解してはならないと規定した
（第４条第２項, 第11条第２項)。また, 母性保護以外で, 男女の事実上の平等
を促進するための女性に対する特別措置も差別と解してはならないが, 目的を達
成した後は廃止されることになっている（第４条１項)。さらに, 家事・育児を
負担する女性に対する特別措置が事実上の男女平等を実現する障害になっていた
ことに鑑み, 男女双方の労働条件を改善することによって, 男女がともに家庭責
任を果たせる環境を作ることが締約国に求められている（第11条第２項 (c)。国
際労働機関 (ILO) の「家庭責任を有する男女労働者の機会均等及び平等待遇に
関する第156号条約」及び「同第165号勧告」も参照)。
第２部で分析した国内判例は決して古いものではない。第５章の「雇用におけ
る間接差別」では, 日産自動車の家族手当事件の判決（東京地裁平成元年１月26
日）が取り上げられた。第６章「妊娠・出産を理由とする雇用上の不利益取り扱
い」で取り上げた国内判例はさらに新しい。第１審の判決は東京地裁平成10
(1998) 年３月25日で, 最高裁第１小法廷の判決は平成15 (2003) 年12月４日で
ある。しかも, 被告は東朋学園という, 男女平等を教えるはずの教育機関であっ
た。女性差別撤廃条約批准の要件として制定された男女雇用機会均等法が1986年
４月に施行されてからまもなく21年が経過するが, 日本では一見「性」に無関係
のような外見をもつ間接差別と, 妊娠・出産を理由とする不利益取扱いが, 依然
として職場で広く見られることがわかる。
第３部「自己決定」は, 第７章「妊娠中絶・母体保護」(小竹聡著), 第８章
「性的マイノリティ」(齊藤笑美子著）の２章から成る。第７章では日本の判例
はないが, 外国の判例としてアメリカのケイシー判決（連邦最高裁判所1992年６
月29日）を取り上げている。妊娠中絶の是非は戦後の日本ではあまり政治問題化
しなかったが, アメリカでは長年国政を左右しかねない論点の一つとなってきた。
周知のとおり, 女性の妊娠中絶の是非は, アメリカでは公職立候補者がまるで
踏み絵のようにたずねられる質問である。1973年に出された Roe v. Wade 事件
の連邦最高裁判決で妊娠中絶は合法化されたが, 女性が妊娠中絶を選択する権利
を擁護する, すなわち妊娠中絶の合法化を支持する人々 (pro-choice) と, まだ
産まれぬ胎児の生きる権利を擁護する, すなわち妊娠中絶の非合法化を主張する
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人々 (pro-life) の間で, 論戦が終わる気配は全くない。
おりしも, アメリカでは2008年大統領選の予備選挙が行われている。大統領に
当選するには各州で幅広い支持が必要だが, 一方で共和党候補者には保守派の動
向が重要である。共和党のジュリアーニ前ニューヨーク市長は妊娠中絶の権利を
支持するなど社会問題でリベラルなため，保守的なアイオワ州の党員集会とニュ
ーハンプシャー州の予備選挙を事実上放棄し, 2008年１月29日に予定された大票
田のフロリダ州予備選挙に全てをかけた。しかし, 彼の強味だった「テロとの戦
い」が争点として弱まり, 大統領選挙の伝統的な関心事項である経済問題の比重
が増えた。また, 初期の予備選等で他の共和党候補が注目を集めたことにより,
ジュリアーニ候補の支持率が急激に低下した。フロリダ州で３位に終わった同候
補は１月30日, 予備選からの撤退と，安全保障や社会問題で立場が似るマケイン
候補の支持を表明した。こうして共和党候補はマケイン上院議員（アリゾナ州）
とロムニー前マサチューセッツ州知事に絞られた。が, 共和党の保守層は「(リ
ベラルな）マケインに共和党を明け渡すな」とロムニー候補を激励しているとい
う（注・ロムニー候補は２月７日に大統領選からの撤退を表明した)。
さらに, 妊娠中絶の権利の是非はアメリカの国内問題にとどまらない。人口の
急増する発展途上国で家族計画を支援する国連のプログラムに対し, 連邦議会が
分担金を含む予算案を否決または予算額を減額した場合, 大統領が拒否権を行使
できない, 行使しない, あるいは議会が大統領の拒否権を覆すと, 国連の活動に
多大な影響が出かねない。この問題は, 1994年の中間選挙で共和党（とくに保守
派）が地滑り的勝利を収め, 連邦議会が上下両院とも共和党が多数党に支配され
たときに, すでに顕在化している（詳細は, 拙著「クリントン政権の対中政策に
関する事例研究：大統領の対議会関係を中心に(２)」『桃山学院大学社会学論集』
第33巻第２号（2000年２月）を参照)。
話を本書の構成にもどそう。第８章「性的マイノリティ」は, 最近ようやく日
本でも人権問題として社会に認知されるようになってきた問題である。昨年来,
テレビ界ではいわゆる「おねえキャラ」と呼ばれるタレントたちがあちこちで活
躍しているが, 性的マイノリティの人々が今日に至る道のりは決して平坦ではな
かった。本章で取り上げる府中青年の家事件（東京高裁平成９年９月16日判決）
は, 同性愛者の宿泊利用を一切拒否した青年の家が同性愛者の利用権を不当に侵
害したというものである。外国判例として, ヨーロッパ人権裁判所のカルナー事
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件判決（2003年７月24日）が取り上げられている。これは, 同性愛者に関する政
策がアメリカより進んでいるヨーロッパでさえ, 国内裁判では性的マイノリティ
の権利が認められなかったことを示している。
第４部「差別の是正・被害者救済」は, 第９章「ポジティヴ・アクション」
(糠塚康江著）と第10章「人権救済と DV法廷の試み」(大西祥世著）の２章で構
成される。前者は, 事実上の男女平等を達成するための行政による積極的な措置
について, 欧州の雇用分野における判例と政治参画における判例を取り上げてい
る。前述のように, 女性差別撤廃条約第４条第１項も,「締約国が男女の事実上
の平等を促進することを目的とする暫定的な特別措置をとることは, この条約に
定義する差別と解してはならない」と定めている。第10章は, アメリカでも民事
不介入の原則の下, 警察がドメスティック・バイオレンスの通報を受けても現場
に出動しない, あるいは出動しても加害者を逮捕しないという状況が当たりまえ
だったが, 裁判所の対応がどう変化してきたかを時系列で追っている。アメリカ
では州裁判所がこの種の事件を扱うので, 州ごとに異なる法律と裁判官の持つ
「ジェンダー・バイアス」が事件審理の障害になってきたと論じられている。こ
のような障害を克服するため, アメリカでは DV事件の民事・刑事・家事裁判を
一括して扱う統合法廷を設立するという司法改革が行われた。日本では, 2001年
に議員立法で DV防止法が成立し, 2007年に保護命令の範囲を拡充するなどの改
正が行われた。
本書の功績として指摘したいのは, 執筆者に男性研究者が複数名含まれている
ことである。ジェンダー法研究の裾野が男性にも広がっているのは非常に心強い。
ジェンダーは女性だけの問題ではなく, 男性の問題と密接に関連していることが
多い。たとえば, 日本の雇用における間接差別と妊娠・出産による不利益取り扱
いは, 女性が生涯にわたって働き続けることを困難にするばかりでなく, 家計の
唯一の担い手となりやすい男性の過労死を生む背景の一部にもなっている。ジェ
ンダーを自分自身の問題として捉える男性が増えることが, ジェンダー・バイア
スや性差別を解決する近道になるだろう。
本書にあえて注文するならば, 外国判例との比較だけでなく, 国際的な人権の
基準についても言及がほしかった。たしかに本書は判例の比較研究が中心である。
また, ページ数など多々制約はあったろう。だが, 注や参考文献で多少なりとも
触れられたのではないか。第２版を執筆する際には, 加筆の可能性を検討してほ
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しい。それは, 日本が批准した国際条約を踏まえることなく, 国内法と国内判例
の検討は十分できないからである。一方，欧州各国は国際条約の制定に大きな役
割を果たしてきた。編著者たちには周知のことでも, 学部生や大学院生が認識で
きるとは限らない。
例としては, 評者も長年研究している女性差別撤廃条約に関連した第５章「雇
用における間接差別」について言及したい。日本政府は今まで条約第18条に基づ
き, 条約の国内適用に関する報告計５本を条約の監視機関である国連女性差別撤
廃委員会 (Committee on the Elimination of Discrimination against Women:
CEDAW) に提出し, 第２回と第３回が1994年の第13会期で, 第４回と第５回が
2003年の第29会期でまとめて審議された。
日本政府の報告審議で CEDAW から最も厳しく指摘されているのは, 間接差
別である。1986年４月に均等法が施行されると, 多くの企業が時間外労働・深夜
労働・休日労働を求められ, 転居を伴う転勤のある「総合職」と, 時間外労働な
どが少なく転居を伴う転勤のない「一般職」の２つからなるコース別人事管理制
度を導入した。これによって, 同じ学歴の男性と女性は自動的に異なる給与体系
で雇用されてきたのが, 本人のやる気と能力に基づくよう変更されたかにみえた。
しかし, 男性の長時間労働や長時間の通勤, 保育所の不足などがあいまって, 家
事・育児の分担が男女間で進まず, 過酷な労働条件の総合職から一般職に変更す
る女性や, 妊娠・出産時に退職せざるを得ない女性が続出した。
CEDAW は, 1994年に発表した最終コメントの中で, 日本政府に対し, 間接差
別を撤廃する措置をとり, それを報告するよう求めた (A /49 /38, para. 636)。だ
が, 1997年の均等法改正では実現しなかった。CEDAW は2003年に発表した最終
コメントの中で, 再び間接差別を指摘した (A /58 /38, para. 369。宮地光子「判
例紹介 住友電工男女賃金差別訴訟：勝利和解で解決」『国際人権』No. 15 (2004
年）も参照)。最終コメントが出された背景には, 日本の NGO が CEDAW 委員
に強力にロビイングしたこともあげられるよう（詳細は, 日本女性差別撤廃条約
NGO ネットワーク編『女性差別撤廃条約と NGO：｢日本レポート審議」を活か
すネットワーク』 明石書店 2003年を参照)。日本政府は2006年に均等法を改正
し, 2007年４月から施行した。しかし, 厚生労働省が省令で間接差別の定義を
「募集・採用で慎重, 体重や体力要件を課す｣,「総合職の採用で全国転勤を要件
にする｣,「昇進の際に転勤経験を要件にする」の３項目のみに定めたため, かえ
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って企業側に間接差別の「抜け道」を残すとして, 有識者から強い批判が出され
ている（坂本福子「改正雇用機会均等法の問題点：間接差別禁止規定」『労働法
律旬報』No. 1628（2006年７月25日号), 神尾真知子「均等法改正における『性
差別禁止』の広がりと深化：男女双方に対する性差別禁止と間接差別」『季刊労
働法』第214号（2006年秋季）を参照)。
日本の裁判官の「常識」と一般の「常識」の差が明白になった事件もある。い
わゆるケンウッド事件（最大判平成12年１月28日）では, 育児時間を取得してい
るさなか第２子を妊娠した女性社員が, 片道が約２時間かかる勤務地への転勤を
求められ, 異動命令を拒否したところ最終的に解雇され, 最高裁まで争った事件
である。原告の女性は, 夫の勤務状況などから転居が困難であり, 今回の転勤が
出産後３年間で２度の人事異動命令であることから, 育児中の女性が勤務を続け
られないようにする措置であるなどと主張したが, 地裁・高裁とも原告が敗訴し
た。そして, 最高裁はこれを「通常甘受すべき程度」の不利益と判断し, 女性の
敗訴が確定した（詳細は, 杉井静子「ケンウッド事件での裁判官の『常識』を問
う」法学セミナー No. 547（2000年７月）を参照)。これらの司法判断は, 前述の
女性差別撤廃条約および ILO 156号条約の趣旨と比べて首をかしげざるを得ない
が, 日本は両条約の当事国である。
以上のような指摘はあるが, 本書はジェンダーの分野における国内法と外国判
例の比較という斬新な視点に基づくもので, 法科大学院での教育に貢献すること
が大いに期待される。ジェンダーと法, 国際法, 外国法のように, 司法試験に必
須でない科目をロースクールの学生は履修したがらないと聞く。３年間という時
間と多額の授業料を投資する学生の立場からすればやむをえないかもしれない。
しかし, 包括的かつ詳細に判例を比較した本書のような教材があれば, 教員が憲
法・民法・刑法などの科目でも即座にジェンダーの視点をとりこむことができる。
もちろん, ジェンダーを専門に研究する者にとって, 本書は貴重な情報源であり,
詳細な解説書である。評者自身, 今後の研究に大いに活用したいと思う。
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